
個人情報保護に関する事項 

１ 個人情報の取扱いについて 

 利用者の個人情報を取り扱う場合は、本人の同意を得てください。なお、個人情報の取扱いに関

して同意したことによって生ずる結果について、未成年者、成年被後見人、被保佐人及び被補助人

が判断できる能力を有していないなどの場合は、親権者や法定代理人等から同意を得る必要があり

ます。 

 また、キーパーソンの個人情報を取り扱う場合についても、キーパーソン本人の同意を得てくだ

さい。 

 

○ 個人情報の保護に関する法律（平成 15年法律第 57号） 

○ 医療・介護関係事業者における個人情報の適切な取扱いのためのガイダンス 

(H29.4.14 厚生労働省通知、H29.5.30 適用、R6.12.2 改正) 
 
(1) 個人情報 

 個人情報とは、生存する個人に関する情報であって、当該情報に含まれる記述等により特定の個

人を識別することができるものをいう。 なお、死者に関する情報が、同時に、遺族等の生存に関す

る情報でもある場合には、当該生存する個人に関する情報となる。 

利用者の情報を保存している場合には、漏えい、滅失又は毀損の防止のため、個人情報と同等の安

全管理措置を講ずるものとする。 

 

介護関係事業者における個人情報の例としては、ケアプラン、介護サービス提供にかかる計画、

提供したサービス内容等の記録、事故の状況等の記録等がある。 
 
(2) 利用目的の特定 

 個人情報を取り扱うに当たっては、その利用の目的（利用目的）をできる限り特定しなければな

らない。特定された利用目的の達成に必要な範囲を超えて、個人情報を取り扱う場合には、あらか

じめ本人の同意を得なければならない。 

 介護関係事業者が利用者から個人情報を取得する場合、当該情報を利用者に対する介護サービス

の提供や介護保険事務等で利用することは、利用目的の範囲内なのは明らかである。 

① 介護サービスの利用者への介護の提供に必要な利用目的 

〔介護関係事業者の内部での利用に係る事例〕 

・当該事業者が介護サービスの利用者等に提供する介護サービス 

・介護保険事務等 

〔他の事業者等への情報提供を伴う事例〕 

・当該利用者に居宅サービスを提供する他の居宅サービス事業者や居宅介護支援事業者等との連

携（サービス担当者会議等）、照会への回答等 

・介護保険事務のうち、保険事務の委託、審査支払機関へのレセプトの提出等 

・損害賠償保険などに係る保険会社等への相談又は届出等 

② ①以外の利用目的 

 〔介護保険事業者の内部での利用に係る事例〕 

・介護サービスや業務の維持・改善のための基礎資料 

・介護保険施設等において行われる学生の実習への協力 
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(3) 利用目的の通知等 

 介護関係事業者は、個人情報を取得するに当たっては、あらかじめその利用目的を公表しておくか、

個人情報を取得した場合には、速やかに、その利用目的を、本人に通知し、又は公表しなければなら

ない。 

利用目的の公表方法としては、事業所内等に掲示するとともに、可能な場合にはホームページへの

掲載等の方法により、なるべく広く公表する必要がある。 

個人情報の保護に関する法律第 21条において、「利用目的が明らかであると認められる場合」には

公表しなくてよいこととなっているが、介護関係事業者には、利用者に利用目的をわかりやすく示す

観点から、利用目的を公表することが求められる。 
 

(4) 安全管理措置、従業者の監督及び委託先の監督 

 介護関係事業者は、個人データ（データベース等を構成する個人情報）の安全管理のため、事業

者の規模、従業者の様態等を勘案して、次に示すような取組を参考に必要な措置を行うものとする。 

① 個人情報保護に関する規程の整備、公表 

② 個人情報保護推進のための組織体制等の整備 

③ 個人データの漏えい等の問題が発生した場合等における報告連絡体制の整備 

④ 雇用契約時における個人情報保護に関する規程の整備 

⑤ 従業者に対する教育研修の実施 

⑥ 物理的安全管理措置（入退室管理の実施、機器・装置等の固定等） 

⑦ 技術的安全管理措置（個人データに対するアクセス管理 等） 

⑧ 個人データの保存 

⑨ 不要となった個人データの廃棄、消去 

⑩ 委託先の監督（契約において個人情報の適切な取扱いに関する内容を盛り込む等） 
 
(5) 個人データの第三者提供 

介護関係事業者は、あらかじめ本人の同意を得ないで、個人データを第三者に提供してはならな

い。ただし、以下に掲げる場合については本人の同意を得る必要はない。 

① 法令に基づく場合 

例 ・サービス提供困難時の事業者間の連絡・紹介 

・居宅介護支援事業者等との連携 

・利用者が不正な行為等によって保険給付を受けている場合等の市町村への通知 

・利用者の病状の急変が生じた場合の主治医への連絡等 

・市町村による文書提出等の要求への対応 

・厚生労働大臣又は県知事による報告命令、帳簿書類等の提示命令等への対応 

・県知事による立入検査等への対応 

・市町村が行う利用者からの苦情に関する調査への協力等 

・事故発生時の市町村への連絡 

② 人の生命、身体又は財産の保護のために必要がある場合であって、本人の同意を得ることが

困難であるとき。 

③ 公衆衛生の向上又は児童の健全な育成の推進のために特に必要がある場合であって、本人の

同意を得ることが困難であるとき。 

④ 国の機関若しくは地方公共団体又はその委託を受けた者が法令の定める事務を遂行すること

に対して協力する必要がある場合であって、本人の同意を得ることにより当該事務の遂行に

支障を及ぼすおそれがあるとき。 

 

- 90 -



⑤ 学術研究機関等が学術研究目的で個人データを提供する場合であり、かつ、当該個人データ

の提供が学術研究の成果の公表または教授のためやむを得ない場合（個人の権利利益を不当

に損害するおそれがある場合を除く） 

⑥ 学術研究機関等が個人データを提供する場合であり、かつ、当該学術研究機関等と協同して

学術研究を行う第三者に該当個人データを学術研究目的で提供する必要がある場合（当該個

人データを提供する目的の一部が学術研究目的である場合を含み、個人の権利利益を不当に

侵害するおそれがある場合を除く。） 

⑦ 学術研究機関等が個人データの第三者提供を受ける場合であり、かつ、当該学術研究機関等

が当該個人データを学術研究目的で取り扱う必要がある場合（当該個人データを取り扱う目

的の一部が学術研究目的である場合を含み、個人の権利利益を不当に侵害するおそれがある

場合を除く。） 
 
(6) その他の事項 

・保有個人データに関する事項の公表等 

・本人からの求めによる保有個人データの開示、訂正、利用停止等 

（保有個人データの開示等の求めについて、利用者等の自由な求めを阻害しないため、医療・介護関

係事業者において、開示等の求めに係る書面に理由欄を設けることなどにより開示等を求める理由

の記載を要求すること及び開示等を求める理由を尋ねることは不適切である。） 

・苦情の処理 
 

※詳細は、下記のホームページで御確認ください。 
 

〇厚生労働省ホームページ    https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000027272.html  

※ R6.12 一部改正版はこちらから https://www.mhlw.go.jp/content/001235843.pdf 

〇マイナンバーに関すること    https://www.ppc.go.jp/legal/ 

 

 

  

- 91 -



「共生型サービス」の概要について 

 

■ 共生型サービスとは？ 

  共生型サービスとは、「介護保険」又は「障がい福祉」のどちらかの指定を受けている事業所

が、もう一方の指定も受けやすくすることを目的に創設されたものです。 

例えば、介護保険の「訪問介護」の指定を受けている事業所は、障がい福祉サービスの「居宅

介護」や「重度訪問介護」の事業所の指定が受けやすくなります。 

 

■ 共生型サービスの対象となるのは？ 

  共生型サービスの対象となるのは、次表のとおりです。 

種類 介護保険サービス  障がい福祉サービス等 

ホームヘルプ 

サービス 
訪問介護 ⇔ 

居宅介護 

重度訪問介護 

デイサービス 

通所介護 

（地域密着型を含む） 
⇔ 

生活介護（注１） 

自立訓練（機能訓練・生活訓練） 

児童発達支援（注２） 

放課後等デイサービス（注２） 

療養通所介護 ⇔ 

生活介護（注３） 

児童発達支援（注４） 

放課後等デイサービス（注４） 

通所リハビリ 

テーション 
通所リハビリテーション ⇔ 自立訓練（機能訓練） 

ショートステイ 
短期入所生活介護 

（介護予防を含む） 
⇔ 短期入所 

「通所・訪問・

宿泊」といった

サービスの組合

せを一体的に提

供するサービス 

（看護）小規模多機能型居

宅介護（介護予防を含む） 

 

・通所 

⇒ 

生活介護（注１） 

自立訓練（機能訓練・生活訓練） 

児童発達支援（注２） 

放課後等デイサービス（注２） 

・宿泊 ⇒ 短期入所 

・訪問 
⇒ 

居宅介護 

重度訪問介護 

 （注１）主に重症心身障害者を通わせる事業所を除く。（注２）主に重症心身障害児を通わせる事業所を除く。 

 （注３）主に重症心身障害者を通わせる事業所に限る。（注４）主に重症心身障害児を通わせる事業所に限る。 
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利用者負担を軽くする制度 
 
 

高額介護（予防）サービス費 
月々の介護サービスの自己負担額（原則１割（※）負担）の合計が、所得区分に応じた限度額を超え

た場合、申請により超えた額が払い戻されます。 

※ 一定以上の所得がある者は２割。現役並みの所得がある者は３割。 

【自己負担限度額(世帯の年間限度額)】  

 自己負担限度額（月額） 

現 役 並 み

所得相当 

課税所得６９０万円以上 140,100 円（世帯） 

課税所得３８０万円以上 93,000 円（世帯） 

課税所得３８０万円未満 44,400 円（世帯） 

一般 44,400 円（世帯） 

市町村民税世帯非課税等 24,600 円（世帯） 

 

課税年金収入等 80 万円以下 

(令和 7年 8月以降は 80.9 万円以下） 

24,600 円（世帯） 

15,000 円（個人） 

老齢福祉年金受給者 
24,600 円（世帯） 

15,000 円（個人） 

生活保護の受給者等   15,000 円（個人）※ 
 
※ 上限額を 15,000 円に減額したことにより生活保護の被保護者とならない者は 15,000 円（世帯）   

 
 

高額医療合算介護（予防）サービス費 
医療保険と介護保険の両方を利用して年間（8 月から翌年 7月）の自己負担額の合計が所得区分に応

じた限度額を超えた場合、申請により超えた額が払い戻されます。 

【自己負担限度額(世帯の年間限度額)】  

所得区分 

対象年度の末日(7/31)時点で加入している 

医療保険の基準によります 

75 歳以上 
70 歳～74 歳の

方がいる世帯 

70 歳未満の方

がいる世帯 

後期高齢者 

医療制度 

＋ 

介護保険 

被用者保険・国民健康保険 

＋ 

介護保険 

① 現役並み所得者 

旧ただし書所得（※） 

210 万円超 600 万円以下 
67 万円 67 万円 67 万円 

旧ただし書所得（※） 

600 万円超 901 万円以下 
141 万円 141 万円 141 万円 

旧ただし書所得（※） 

901 万円超 
212 万円 212 万円 212 万円 

② 一 般（①③以外の人） 旧ただし書所得（※）210 万円以下 56 万円 56 万円 60 万円 

③ 低所得者 
Ⅰ 

市民税世帯非課税で必要経費・控除を差し

引いたときに所得が 0 円の世帯に属する者 
19 万円 19 万円 

34 万円 

Ⅱ 市民税世帯非課税でⅠ以外の者等 31 万円 31 万円 

・同一世帯でも別の医療保険の加入者は合算されません。 

・総合事業によるサービス（指定事業者によるサービスのみ）についても、高額医療合算介護（予防） 

サービス費に相当する事業があります。 

※ 旧ただし書所得とは、総所得金額等から住民税の基礎控除を差し引いた額。 
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特定入所者介護（予防）サービス費 
市町村民税非課税等の者で、施設サービス（介護保険施設、地域密着型介護老人福祉施設）や短期入

所サービスを利用している者の食費と居住費については、申請により負担が軽減され、利用者の負担

は所得に応じた負担限度額（※）までとなります。 

※ 施設サービス等の利用者が負担する費用の上限を厚生労働省が定めたもの。 

【負担限度額 】 令和 7 年 8 月から 

負担限度額 

（負担いただく日額） 
第１段階 第２段階 第３段階① 第３段階② 

多
床
室 

特養等 0円 430円 430円 430円 

老健・医療院等 

(室料を徴収する場合) 
0円 430円 430円 430円 

老健・医療院等 

(室料を徴収しない場合) 
0円 430円 430円 430円 

従
来
型

個
室 

特養等 380円 480円 880円 880円 

老健・医療院等 550円 550円 1,370円 1,370円 

ユニット型個室的多床室 550円 550円 1,370円 1,370円 

ユニット型個室 880円 880円 1,370円 1,370円 

食費 

施設サービス 300円 390円 650円 1,360円 

短期入所サービス 300円 600円 1,000円 1,300円 

  

       
 
 

社会福祉法人等による利用者負担額軽減制度 
介護サービスの提供を行う社会福祉法人または市町村が経営する社会福祉事業体が、その社会的な

役割に鑑み、低所得で生計が困難な者に対して、利用者負担を軽減することにより、介護保険サービス

の利用促進を図るものです。 

対象となる施設とサービス 

○対象施設：社会福祉法人等のうち、軽減を行う旨を事業所・施設所在地の県及び利用者の保険者に申

し出た法人 

○対象となるサービス：法人等が行う以下の介護保険サービス〔食費、居住費（滞在費）及び宿泊費〕 

・訪問介護  ・通所介護  ・(介護予防)短期入所生活介護  ・地域密着型通所介護 

・定期巡回・随時対応型訪問介護看護      ・夜間対応型訪問介護 

・(介護予防)認知症対応型通所介護       ・(介護予防)小規模多機能型居宅介護 

・地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護  ・看護小規模多機能型居宅介護 

・介護老人福祉施設 

・総合事業のうち、予防給付型の訪問・通所型サービス（自己負担割合が保険給付と同様のものに

限る。） 

軽減の対象者および軽減内容 
 

対 象 者 利用者負担軽減割合 

老齢福祉年金受給者で一定の要件を満たす者 50％ 

収入が年 150 万円以下の者で一定の要件を満たす者 25％ 

※生活保護受給者は、個室の居住費(滞在費)のみ対象で、全額軽減されます。 

 
各制度を利用するためには、保険者への申請が必要です。詳しくは、お住いの保険者にお尋ねください。 
参考に、本県ホームページも併せてご覧ください。 

「介護保険サービスの利用者負担を軽くする制度」 
 URL：https://www.pref.fukuoka.lg.jp/contents/kaigohoken-riyousyafutankeigen.html 
（トップページ＞健康・福祉・子育て＞介護・高齢者福祉＞介護保険＞介護保険サービスの利用者負担を軽
くする制度） 
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○高額介護サービス等に関する制度周知について 

 

（平成28年３月28日 介護保険最新情報Vol.531） 

https://www.wam.go.jp/gyoseiShiryou-files/resources/d6395961-94c5-4ace-a9b3-

72d4359d1377/%E4%BB%8B%E8%AD%B7%E4%BF%9D%E9%99%BA%E6%9C%80%E6%96

%B0%E6%83%85%E5%A0%B1vol.531.pdf 

 

（上記通知の一部改正） 

○高額介護（予防）サービス費の見直しにおける運用について 

（平成30年８月３日 介護保険最新情報Vol.674） 

https://www.wam.go.jp/gyoseiShiryou-files/documents/2018/080609174571/ksvol674.pdf 

 

○高額介護（予防）サービス費の見直し（令和3年8月から） 

 （令和3年 3月 31日 介護保険最新情報Vol.960） 

  https://www.mhlw.go.jp/content/000764673.pdf 

（周知用リーフレット） 

https://www.mhlw.go.jp/content/000334526.pdf 

 

○高額医療・高額介護合算療養費制度の見直し（平成30年８月から） 

https://www.mhlw.go.jp/seisakunitsuite/bunya/kenkou_iryou/iryouhoken/dl/ryouyou-01.pdf 

 

○介護保険サービスの利用者負担を軽くする制度一覧(福岡県ホームページ) 

https://www.pref.fukuoka.lg.jp/contents/kaigohoken-riyousyafutankeigen.html 

 

○人材確保等支援助成金（雇用管理制度助成コース） 
 

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000199292_00005.html 

 

○地域の実情に合った総合的な福祉サービスの提供に向けたガ
イドライン（改訂版） 
 

次ページに添付 
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飲酒運転撲滅

※道交法により、自動車や二輪車だけでなく、原動機付自転車（一般、特定小型）、自転車などすべての車両等の飲酒運転は禁止されています。
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6

アルコールの影響がなくなるま
で、いかなる理由があっても
車両等を運転してはいけません

さらに、人を死傷させた場合は「自動車運転死傷処罰法」による20年以下の
懲役、「刑法」による５年以下の懲役が科されるケースがあります。
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安全運転管理者制度 

 

１ 安全運転管理者制度とは 

 安全運転管理者制度とは、事業所における安全運転を確保するための制度です。 

 車両等の使用者は、業務で使用する車両を点検・整備したり、運転手が安全に運転できるように運行計

画を立てたり、運転手に対して色々と指示したり…と、事故が起きないよう、また事故を起こさないよう

に努めなければなりません。 

 しかし、車両や運転手が多ければ、そのすべてを一人で行うことは不可能です。 

 そこで、使用者に代わり具体的にチェックを行う者として、「安全運転管理者」を選任させることとして

いるのです。 

 

２ 自動車の使用者の義務  

  自動車の使用者は、その使用する自動車が規

定の台数以上の場合、その使用の本拠ごとに安

全運転管理者及び副安全運転管理者（以下「安

全運転管理者等」という。）を選任しなければな

りません。また、選任したときは１５日以内に

公安委員会へ届け出なければなりません。 

 選任及び届出を怠ると処罰されることがあり

ます。 

【道路交通法第７４条の３第１項】安全運転管理者の選任義務  

自動車の使用者は、安全運転に必要な業務を行わせるため、規定の台数以上の自動車の使用

の本拠ごとに、安全運転管理者を選任しなければならない。 

【選任しなかった場合】５0万円以下の罰金〔法人等両罰有〕 ※ 

【道路交通法第７４条の３第４項】副安全運転管理者の選任義務 

自動車の使用者は、安全運転管理者の業務を補助させるため、規定の台数以上の自動車の使

用の本拠ごとに、副安全運転管理者を選任しなければならない。 

【選任しなかった場合】５0万円以下の罰金〔法人等両罰有〕※ 

【道路交通法第７４条の３第５項】選任、解任届出義務 

自動車の使用者は、安全運転管理者または副安全運転管理者を選任したときは、選任した日か

ら１５日以内に、所定の事項を自動車の使用の本拠の位置を管轄する公安委員会に届け出なけれ

ばならない。 これを解任したときも同様とする。 

【届出しなかった場合】５万円以下の罰金〔法人等両罰有〕 ※ 

※ 法人等両罰とは…会社等の法人にも責任がある場合は、その法人にも刑罰が科せられる。 
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３ 安全運転管理者等の選任を必要とする自動車の台数 

1. 安全運転管理者 

 乗車定員１１人以上の自動車を使用している場合…１台以上 

 その他の自動車を使用している場合…５台以上 

 

 

 台数を計算する場合、大型自動二輪車または普通自

動二輪車はそれぞれ０．５台として計算するものとす

る。以下副安全運転管理者を選任する場合にも同じ。 

 総排気量が５０ＣＣ未満の一種原付は含まない。 

 

 

2.  副安全運転管理者 

 （車種、乗車定員関係なく）すべての自動車を使用し

ている場合…２０台以上  

 以降２０台増加するごとに、副安全運転管理者を選

任するものとする。 

 台数を計算する場合、大型自動二輪車または普通

自動二輪車はそれぞれ０．５台として計算するものと

する。  

 総排気量が５０ＣＣ未満の一種原付は含まない。 
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４ 安全運転管理者等の選任要件 

◎ 安全運転管理者 

○ ２０歳以上の者（※） 

○ ２年以上の運転管理の実務経験を有する者 

○ 過去２年以内に公安委員会の解任命令を受けたことのない者 

○ 過去２年以内に次の違反行為をしたことのない 

・ひき逃げ 

・酒酔い運転、酒気帯び運転、麻薬等運転、無免許運転、妨害運転 

・酒酔い運転や酒気帯び運転に対し車両や酒類を提供する行為 

・酒酔い運転や酒気帯び運転の車両に依頼・要求して同乗する行為 

・酒酔い運転、酒気帯び運転、麻薬等運転、過労運転、無免許運転、無資格運転、最高速度違反運転、

積載制限違反運転、放置駐車違反の下命・容認 

・自動車使用制限命令違反 

 （※）ただし、副安全運転管理者を選任する事業所にあっては、３０歳以上の者 

 

◎ 副安全運転管理者 

○ ２０歳以上の者 

○ １年以上の運転管理実務経験を有する者か、３年以上の運転経験を有する者 

○ 過去２年以内に公安委員会の解任命令を受けたことのない者 

○ 過去２年以内に一定の違反行為をしたことのない者（一定の違反行為とは、安全運転管理者の場合と同じ） 

 

５ 安全運転管理者等の届出手続  

安全運転管理者等を選任したときや、届出事項に変更が生じたときは、事業所を管轄する警察署を通じて、

公安委員会に届け出なければなりません。 

届出手続に際し必要な書類は、次表のとおりです。これらの書類をすべて揃えて、事業所を管轄する警察

署の交通課に提出してください。 

※ 書類が不足している場合受付できません。 

※ ＦＡＸや郵送では受付できません。 

※ 「ふくおか電子申請サービス」を利用してのオンライン申請が可能です。 

 安全運転管理者等に 

関する届出書 

新管理者の住民票 

（３か月以内発行） 

運転記録証明書 

（１か月以内発行） 

安全運転管理者等を選任する場合 ○ ○ ○ 

安全運転管理者等を交代する場合 ○ ○ ○ 

届出事項（代表者名等）を変更する場合 ○ × × 

安全運転管理者等を解任する場合 ○ × × 
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安全運転管理者等の届出手続に際する必要書類 

安全運転管理者等に関する届出書は、県警のホームページからダウンロードするか、警察署の交通課窓口

で入手してください。 

・運転記録証明書は、自動車安全運転センターが発行するもので、過去の違反歴や事故歴を証明するもので

す。提出の際は、過去３年間のものを準備してください。詳しい取得方法については、自動車安全運転セ

ンターホームページをご覧ください。 

 

６ 安全運転管理者等の業務 

安全運転管理者は、その管理下の運転者に対して、国家公安委員会が作成・公表する「交通安全教育指

針」に従った安全運転教育や、内閣府令で定める安全運転管理業務を行わなければなりません。 

内閣府令で定める安全運転管理業務 

1 運転者の適性等の状況把握          6 運転前後の運転者の酒気帯びの有無の確認 

2 安全運転確保のための運行計画の作成     7 酒気帯びの有無の確認内容の記録等 

3危険防止のための交替運転者の配置   及び検知器の有効保持 

4 異常気象時の安全確保の措置   8 運転日誌の記録  

5 点呼等による安全運転の指示   9 運転者に対する指導 

 

※安全運転管理者の業務拡充について 

道路交通法施行規則の一部を改正する内閣府令が公布され、令和４年４月１日から安全運転管理者の業務

が拡充されました。 

アルコール検知器の使用に係る規定については令和５年１２月１日から義務化されました。 

 

７ 安全運転管理者等講習について 

公安委員会は、安全運転管理者等に安全運転に必要な知識等を習得させるため、法定講習（安全運転管理

者等講習）を実施しています。 

自動車の使用者は、公安委員会から講習の通知を受けた際、選任している安全運転管理者等に、その講習

を受講させる義務があります。 

安全運転管理者等講習は、毎年県内各地で実施しております。詳しい日程は、福岡県交通安全協会ホーム

ページをご覧ください。 

※ この講習は、既に選任されている安全運転管理者等に対する講習です。 

安全運転管理者等になるために受講する講習ではありませんのでご注意ください。 

※ お問合せ先  福岡県警察本部 交通企画課 電話番号： 092-641-4141 
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駐車許可の申請手続きについて 

 
〇駐車許可制度の概要 

 駐車禁止場所（道路標識等により車両の駐車が禁止されている道路の部分等）に駐車せざるを得ない

特別な事情がある場合には、その駐車禁止場所を管轄する警察署に対して駐車の許可を申請することが

できます。 

 車両は、警察署長が申請に係る駐車の時間、場所、用務及び駐車可能な場所の有無につき、下記要件

に基づいた審査を行った上で許可したときは、駐車禁止場所に駐車することができる制度です。 

 

○対象となる用務例 

 医師、歯科医師等による定期的な訪問診療、訪問看護、訪問介護、訪問リハビリテーション、介護サ

ービス事業所による通所サービス、貨物の積卸し、引っ越し作業など。（これらは例示であって、個別の

用務を限定するものではありません。） 

 ただし、これらの用務に該当する場合であっても、交通の実態等に応じて許可するものであり、すべ

ての場合に許可できるものではありません。 

 

〇駐車許可の要件 

 次のいずれにも該当することを要件とします。 

１ 許可を受けようとする駐車の時間が、次のいずれにも該当するものであること。 

（１）駐車により交通に危険を生じ、又は交通を著しく阻害する時間帯でないこと。 

（２）駐車に係る用務の目的を達成するために必要な時間を超えて駐車するものでないこと。 

２ 許可を受けようとする駐車の場所が、次のいずれにも該当するものであること。 

（１）道路標識等で駐車が禁止されている場所、法定の駐車禁止場所（放置車両となる場合を除く。）

又はパーキング・メーターが設置されている時間制限駐車区間であること。 

（２）無余地場所及び駐車方法違反になる場所でないこと。 

（３）駐車により交通に危険を生じ、又は交通を著しく阻害する場所でないこと。 

３ 許可を受けようとする駐車の理由に係る用務が、次のいずれにも該当するものであること。 

（１）公共交通機関その他の交通手段によったのでは、その目的を達成することが著しく困難と認

められる用務であること。 

（２）５分を超えない時間内の貨物の積卸しその他駐車違反とならない方法によることが不可能又

は著しく困難と認められる用務であること。 

（３） 道路使用に該当する用務でないこと。 

４ 許可を受けうとする場所の駐車について、次に掲げる範囲内に路外駐車場、路上駐車場及び駐

車が禁止されていない道路の部分がいずれも存在せず、又はこれらの利用が困難と認められるこ

と。 

（１）重量物若しくは長大物の積卸し又は身体の障がいその他の理由により移動が困難な者の輸送

のために用務先の直近に駐車する必要がある車両にあっては、当該用務先の直近 

（２）（１）以外の車両にあっては、当該用務先からおおむね１００メートル以内 
 

〇根拠法令 

 ・道路交通法第４５条第１項、道路交通法第４９条の５、福岡県道路交通法施行細則第７条 
 

〇申請窓口 

 ・駐車しようとする禁止場所を管轄する警察署の交通課 
 

〇申請受付時間 

 ・月曜日から金曜日まで（休日、年末年始を除く。） ・９：００～１６：００ 
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〇オンライン申請 

・オンライン申請の流れ・・・・次のＵＲＬで御確認ください。 

（ https://www.police.pref.fukuoka.jp/data/open/cnt/3/769/1/onnrainnosirase_cy

usyakyoka2.pdf?20220712155314） 

 ・申請方法 

警察行政手続サイト（下記ＵＲＬ）から手続きしてください。 

https://proc.npa.go.jp/portaltop/SP0200/01/05.html （警察行政手続きサイト） 

 ・問い合せ先  福岡県警察本部 情報管理課 

 

〇申請書類 

１ 駐車許可申請書 

  申請窓口で受領できるほか、福岡県警察のホームページからダウンロードにより取得できます。 

○福岡県警察ホームページ 

   ・HOME ＞ 申請・手続き ＞ 各種手続コーナー ＞ 交通に関する手続き ＞ 

 各種申請に関すること ＞ 駐車許可の申請手続きについて 

   ・https://www.police.pref.fukuoka.jp/kotsu/kotsukisei/kyoka/tyuusya_kyoka.html 

２ 添付書類 

（１）申請に係る車両の自動車検査証の写し又は自動車検査証記録事項が記載された書面 

（２）許可を受けようとする駐車の場所及びその周辺の見取図 

  （建物又は施設の名称等が判別できるもので、駐車の場所に印を付したもの） 

（３）駐車に係る用務を疎明する書類 

 ※申請内容に応じて上記以外の書類が必要となる場合がありますので、詳細は申請窓口にお問い

合わせください。 

  

緊急時における許可時間の変更申請 

１ 概要 

  既に許可を受けている駐車時間について、緊急の事情がある場合には、前記申請受付時間内外

にかかわらず、口頭又は電話により許可時間の変更を申請することができます。 

２ 申請方法 

  許可を受けた警察署に対して、「緊急時における駐車許可時間の変更申請」である旨のほか、 

  ・申請者の氏名（事業所の名称）／電話番号／許可番号／訪問先 

  ・変更前と変更後の駐車時間／駐車時間の変更理由 

  を申し出てください。 

３ 許可時間変更後の駐車方法 

  駐車時間の変更について許可する場合は、警察署から承認番号をお伝えしますので、記載例の

書面を申請者自身で作成の上、お持ちの駐車許可証とともに、車両の全面の見やすい箇所に提出

してください。 

※  この申請は、緊急の事情により許可時間を一時的に変更するものです。 

申請日以降、引き続き当該変更した時間に駐車する場合は、許可を受けた警察署において必

要な手続きを行ってください。（手続の詳細は、許可を受けた警察署にお問い合わせください。 

                （記載例） 

 

 

 

 

４ 問合せ先 

 各警察署交通課 

駐車許可証番号〇〇〇〇番については、駐車時間を〇〇時〇〇分から〇〇時〇〇分 

までの間に変更申請し承認を受けています。 

〇〇警察署  承認番号〇〇番 
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令 和 ７ 年 6 月
福岡県警察本部交通規制課

駐車許可の運用の見直しについての御案内

福岡県警察では、令和７年７月１日から福岡県道路交通法施行細則の一部を
改正し、駐車許可に関する運用の見直しを行います。
駐車許可の要件に大きな変更点はありませんが、以下の点を変更しています。

○ 駐車許可申請書兼駐車許可証の新様式への変更
○ 駐車許可再交付申請書及び駐車許可記載事項変更届の新設
○ 添付書類の一部省略
〇 複数の警察署に係る申請を一つの警察署で受理することを可能とする
〇 駐車時間について、人の生命・身体に関わる緊急対応が必要な場合、「緊
急訪問時」と加えて申請することで、緊急時の駐車を可能とする

〇 駐車場所について「～付近」と加えて申請することで、許可された場所
前後の駐車も可能とする

今後、駐車許可を申請される場合は、これまでと同様に警察署へ申請してい
ただくこととなりますが、運用開始直後や許可場所が相当数に上る場合には、
通常よりも審査に時間を要する可能性があることから、警察署への事前相談や
申請は、時間的余裕をもって行っていただきますようお願いいたします。
なお、駐車許可は、地域の交通実態等に応じて行っているものであり、申請

しても必ずしもすべて許可されるわけではありません。

改正に関することや申請についてご不明な点があれば、管轄する警察署又は
警察本部までお問い合わせください。
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公安委員会から条例に基づく通知を受けることがあります。 

通知を受けた事業者は、飲酒運転の再発防止措置を講じなければなり

ません。 

令和５年１２月１日から 
アルコール検知器の使用が 
義務化されます！ 

【安全運転管理者の酒気帯び確認業務】 

１ 運転前後の運転者に対し、目視等及びアルコール検知器を用いて酒

気帯びの有無を確認します。 

２ アルコール検知器が正常に作動し、故障がないようにしておきます。 

３ 上記１の確認の内容を記録し、当該記録を 1年間保管します。 

公安委員会から是正措置命令を受けることがあります。 

さらには、自動車の使用者に対する是正措置命令違反として５０万円

以下の罰金に処せられるおそれがあります。 

安 全 運 転 管 理 者 へのお知 らせ 

 

詳しくは、県警ＨＰ掲載の『安全運転管理者制度』をご確認ください。      

【お問い合わせ先】 福岡県警察本部交通企画課安全対策係（代表 092-641-4141） 

安全運転管理者による運転前後の酒気帯びの有無の確認業務に関し

て、適用（義務化）が延期されていたアルコール検知器の使用等につい

ては、アルコール検知器の普及状況等を踏まえ、令和５年１２月１日か

ら義務化されることとなりました。 
 

１２月１日から 

アルコール検知器を整備しなかった場合．．．．．．． 

従業員が飲酒運転で「検挙」された場合．．．．．．． 
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令和５年12月からアルコール検知器を用いた酒気帯び確認が義務化されます
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アルコール検知器を用いた酒気帯び確認が

5
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令和７年度実施予定事業一覧表

区分 事業名 事業概要 実施時期 対象者

－
福岡県介護情報ひ
ろば

福岡県介護人材確保・定着促進協議会や協議
会参加機関・団体が、介護のしごとへの正しい
理解を促すとともに、介護の仕事に就きたい方
などへの情報発信のため、ホームページ「福岡
県介護情報ひろば」を開設しています。
【URL】https://www.fukuoka-caresquare.jp/

－ －

区分 事業名 事業概要 実施時期 対象者

-
働きやすい介護職
場認証事業

介護事業者の労働環境改善や人材育成の取
組に認証を付与し、「見える化」を図ることで、
求職者が事業者を選ぶ際に判断しやすくなり
ます。これにより、働きやすい職場環境の整備
を促し、更なる介護人材の確保、離職防止・定
着を図る事業です。

【令和6年度の実績】
〇募集案内開始時期
　令和6年7月19日
〇申請期限
　令和6年10月31日

介護事業所

-

介護人材養成・就職
支援事業
（就職支援専門員、
人材開拓員の配置）

福岡県福祉人材センター（福岡県社会福祉協
議会に設置）に就職を支援する専門員を配置
し、介護の仕事を希望する人への相談対応、
求人事業所とのマッチング、採用面談への同
行などの支援を実施する事業です。

〇就職支援
　　通年

求職者
介護事業所

研修等

介護人材養成・就職
支援事業
（介護に関する入門
的研修）

介護に関する入門的研修は、これまで介護と
の関わりがなかった者など、介護未経験者が
介護に関する基本的な知識を身につけるととも
に、介護の業務に携わる上で知っておくべき基
本的な技術を学ぶことができる研修です。

【令和6年度の実績】
〇募集案内開始時期
　令和6年6月20日
〇申込期限
　各日程の２週間前
　まで
　（定員（各日程50名）
　 に達し次第締切）

介護未経験者

研修等
「介護の仕事」理解
促進事業

小学生、中学生、高校生等を対象として、「介
護の仕事」を正しく理解してもらうための高齢者
ふれあい体験や施設見学、就業体験を実施す
る事業です。

【令和6年度の実績】
〇募集案内開始時期
　令和6年6月18日
〇申込期限
　各実施日の２週間前
　まで
　（期限後でも定員に
　 余裕がある場合は
　 相談に応じます）

小学校、中学校、高
校

補助金
外国人留学生奨学
金等支援事業

介護施設等が、介護福祉士資格の取得を目指
す外国人留学生の修学期間中の支援を図るた
め、当該留学生に対し、奨学金等を支給した場
合にかかる経費の一部について助成する事業
です。

【令和6年度の実績】
〇募集案内開始時期
　令和6年9月11日
〇申請期限
　令和6年10月31日

介護事業所

※下記事業の実施時期の目安として令和６年度に実施した事業は令和６年度の実績を記載しています。令和７年度につい
ては前後する可能性があります。
　事業の実施が令和７年６月１日時点で確定しているものは更新し、セルを黄色に着色しています。
※次の県ホームページで最新情報をご覧いただけますので、ご確認ください。

【福岡県における介護人材確保・定着促進に係る取組】
　〇ホームページの掲載場所（URL：https://www.pref.fukuoka.lg.jp/contents/kakuhoteityakusokusin.html）
　　①　福岡県ホームページ→テーマから探す→健康・福祉・子育て→介護・高齢者福祉→介護職員・介護支援専門員
　　　　→介護人材確保・定着促進に係る取組
　　　　又は
　　②　福岡県ホームページ中の検索窓から検索

基盤整備にかかる取組

参入の促進にかかる取組

介護人材 検索
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令和７年度実施予定事業一覧表

区分 事業名 事業概要 実施時期 対象者

補助金
外国人留学生等の
参入促進事業

介護福祉士養成施設が、将来の介護現場を担
う世代に対する介護の専門性や意義を伝達す
る取り組みや、留学生への日本語学習支援等
による質の高い人材の養成・確保に係る取組
を実施した場合にかかる経費の一部を助成す
る事業です。

【令和6年度の実績】
〇募集案内開始時期
　令和6年7月5日
〇申請期限
　令和6年10月4日

介護福祉士養成施
設

-
介護福祉士を目指
す留学生マッチング
事業

介護福祉士の資格取得を目指す外国人留学
生を招聘し、県内介護施設等に就職してもらう
ことを目的として、国外からの留学生候補者を
選定し、介護福祉士養成施設等在学期間中の
支援を行う介護施設等とマッチングを行う事業
です。

〇事業説明会案内開
　始時期
　令和7年6月2日
〇申込期限
　令和7年6月23日

介護事業所

区分 事業名 事業概要 実施時期 対象者

研修等
介護職員技術向上
研修

介護技術を向上し、医療と介護の連携などの
課題に対応できるようにするための、介護職場
でのキャリアに応じた、「技術向上研修１」（実
務経験1年未満）、「技術向上研修２」（実務経
験２年から３年程度）、「技術向上研修３」（実務
経験４年から８年程度）の３段階の研修です。

【令和6年度の実績】
〇募集案内開始時期
　令和6年7月25日

介護事業所

-
介護事業所の各種
研修に係る代替職
員派遣事業

職員の研修機会の確保及び資格取得を促進
するため、介護サービス事業所に従事する職
員が研修を受ける場合に代替職員を派遣する
事業です。

〇募集案内開始時期
　令和7年5月29日

介護事業所

研修等
小規模事業所連携
体制の構築支援事
業

個人の成長と事業所の課題解決を図るととも
に、小規模事業所間で日常的に情報交換や相
談ができるネットワークを構築することを目的と
した研修です。

【令和6年度の実績】
〇募集案内開始時期
　令和6年10月2日

介護事業所

研修等
介護職員等喀痰吸
引等研修事業

介護職員等喀痰吸引等研修の講師を養成す
るための研修です。

【令和6年度の実績】
〇募集案内開始時期
　令和6年7月19日
〇申込期限
　令和6年9月3日

介護事業所

補助金
外国人介護福祉士
候補者支援事業

EPA（経済連携協定）に基づく外国人介護福祉
士候補者を受け入れた施設に対し、介護分野
の専門知識や日本語を学ぶ研修費用を助成
する事業です。

【令和6年度の実績】
〇募集案内開始時期
　令和6年10月10日
〇申請期限
　令和6年10月25日

介護事業所

研修等
外国人介護職員介
護技能等向上事業

県内で就労する介護の技能実習生及び特定
技能外国人を対象として、介護技能等の向上
を図るための研修です。

【令和6年度の実績】
〇募集案内開始時期
　令和6年10月29日
〇申込期限
　令和7年1月15日

介護事業所

資質の向上にかかる取組

参入の促進にかかる取組
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令和７年度実施予定事業一覧表

区分 事業名 事業概要 実施時期 対象者

研修等
介護職員処遇改善
加算取得促進支援
事業

処遇改善加算を取得していない事業所を対象
として、職位・職責・職務内容に応じた任用要
件や賃金体系の整備、加算に係る届出書の作
成指導等について、きめ細かく助言等を行う勉
強会の開催やアドバイザーの派遣を実施する
事業です。

【令和6年度の実績】
〇募集案内開始時期
　令和6年10月4日
〇申込期限
　各実施日の前日まで

介護事業所

研修等
介護職員管理能力
向上事業

職場環境を改善し、介護職員の働きがいを生
み出す組織マネジメントや、人材育成に必要な
リーダーシップ等を学んでいただき、職場で実
践していただくことを目的とした研修です。ま
た、アドバイザー派遣による助言など、研修参
加者や研修参加事業所等に対する支援も行い
ます。

【令和6年度の実績】
〇募集案内開始時期
　令和6年8月2日
〇申込期限
　各実施日の前日まで

介護事業所

研修等
ノーリフティングケア
普及促進事業

持ち上げ・抱え上げ・引きずり等のケアを廃止
し、リフト等の福祉用具を積極的に使用すると
ともに、職員の身体に負担のかかる作業を見
直すノーリフティングケアに取り組む施設に対
し、マネジメント（取組体制の整備）研修を実施
するとともに、県内４地域の地域連絡会による
普及促進活動を支援する事業です。

〇新規取組施設の募
　集案内開始時期
　令和7年4月15日
〇申込期限
　令和7年5月15日

介護事業所

相談
研修等

介護DX支援セン
ター

業務効率化に関する様々な施策を総合的に取
り扱い、介護事業者を適切な支援につなぐワン
ストップ型の総合相談窓口を設置します。ま
た、介護ロボットやＩＣＴ機器の展示、試用貸
出、業務効率化に関する研修会の開催や伴走
型の支援を実施します。
【センターHP】
https://www.f-technology-supportcenter.jp/

－ 介護事業所

補助金
介護ロボット導入支
援事業

介護ロボットの普及促進のため、機器を購入す
る事業所に対して助成する事業です。

【令和6年度の実績】
〇募集案内開始時期
　令和6年8月5日
〇申請期限
　令和6年9月27日

介護事業所

補助金 ICT導入支援事業
介護分野におけるICTの導入を促進するため、
介護ソフト及びタブレット端末等を購入する事
業所に対して助成する事業です。

【令和6年度の実績】
〇募集案内開始時期
　令和6年8月5日
〇申請期限
　令和6年9月27日

介護事業所

労働環境・処遇改善にかかる取組
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令和７年度実施予定事業一覧表

区分 事業名 事業概要 実施時期 対象者

研修等
チームケア導入のた
めの研修動画

チームケア導入の手順やポイント、有用なツー
ルとその使い方を説明した動画を作成しまし
た。「チームケアへの取り組みを検討している
がやり方がわからない」「ハードルが高そう」な
ど、今現在抱いている不安の解消や課題解決
を目的とした動画です。是非、ご活用ください。
【URL】
https://www.pref.fukuoka.lg.jp/contents/team
care-moviecontents.html

－ 介護事業所

相談
研修等
補助金

在宅医療・介護現場
における利用者等か
らの暴力・ハラスメン
ト対策事業

在宅医療・介護サービス利用者等からの暴力・
ハラスメントに適切に対応するため、マニュアル
の公表や研修を実施するとともに相談窓口を設
置します。
暴力・ハラスメントのおそれがある利用者宅への
訪問介護・看護同行者の費用を支援します。
利用者宅にて身の危険を感じた際に、外部に
SOSを発信するために必要な機器導入を支援し
ます。
【ハラスメント対策HP】
https://www.pref.fukuoka.lg.jp/contents/ztiryou
kaigo-bouhara.html

－
【介護分】訪問介護
事業所等

補助金
外国人介護人材受
入れ施設等環境整
備事業

外国人介護職員が円滑に就労・定着すること
を目的に、外国人介護職員を受け入れるため
の環境整備等の取り組みを行った事業所や、
留学生に質の高い教育を提供し、介護福祉士
試験に合格できるようにすることを目的に、教
員の質の向上に資する取組を行った介護福祉
士養成施設に対して助成する事業です。

【令和6年度の実績】
〇募集案内開始時期
　令和6年7月5日
〇申請期限
　令和6年10月4日

介護事業所
介護福祉士養成施
設

労働環境・処遇改善にかかる取組
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福岡県が行う介護人材確保・定着に係る主な取組みについて 

 

 

（１）福岡県介護情報ひろば 

   介護人材の確保・定着を促進するため、本県の介護の仕事等に関する情報を発

信するホームページを開設しています。 

   → https://www.fukuoka-caresquare.jp/ 

 【主な内容】 

  ○介護の仕事に就きたい方向けのページ 

   介護の仕事に関する資格などの情報を掲載 

  ○介護の仕事をしている方向けのページ 

   資質向上のための研修の受講案内などを掲載 

  ○介護事業者の方向けのページ 

   雇用管理、処遇改善に関する情報を掲載 

  ○インタビューページ 

   ・私の介護の仕事…介護施設等で働く様々な職種の方や、介護職を目指して学

んでいる学生の方を紹介 

・施設紹介…他施設の参考となるような取組を行っている施設等を紹介 

・ＥＰＡ受入れ事例紹介…ＥＰＡ（経済連携協定）に基づく介護福祉士候補者

を受け入れている施設を紹介 

  ○働きやすい介護職場認証制度のページ 

   認証事業所一覧などを掲載 

 

 

（２）働きやすい介護職場認証事業 

労働環境改善や人材育成、処遇改善などに一定の達成基準を設定し、その基準

を満たして事業を行う介護事業者に対して認証を付与します。多くの介護事業者

に認証を取得してもらうことで、介護職場で働く方々にとって働きやすい介護職

場環境の整備が推進されるとともに、「介護人材の確保」、「離職防止」、「職員の定

着化」が図られます。 

認証の有効期間は、認証の日から３年後の日が属する年度の末日までです。 

認証された介護事業所は、福岡県より広く公表することとしています。 

→ https://www.fukuoka-caresquare.jp/certifications/office/ 

令和７年度においても、認証の申請を募集することを予定しています。 

 

 【令和６年度実施状況】 

令和６年度末における認証取得事業所数：６３７事業所 
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（３）介護職員能力向上支援事業 

介護サービス事業所（介護保険法に基づく指定又は許可を受けている事業所又

は施設で、旧介護療養型医療施設を含む。以下「事業所」という。）の管理者等や

介護に従事する職員等を対象として、研修や適切な助言等の支援を行うことによ

り、事業所等における早期離職の防止、質の高い介護職員の確保と定着を図るこ

とを目的としています。 

なお、令和７年度からは、事業所内で必要な研修を受講することができるよう

に、①介護職員技術向上研修、②介護職員管理能力向上事業及び③小規模事業所

連携体制構築支援事業を一体的に行うこととしています。 

 

 【実施内容】 

  ① 技術向上研修 

   介護職員としての資質向上を図るため、介護のキャリア段階に応じた研修を開

催します。経験年数が少ない職員は離職率が高い傾向になることから、現場で対

応できる知識・技術を身に着けてもらい、早期離職を防止するねらいもあります。 

 

コース 対  象 定 員 内  容 

技術向上研修Ⅰ 
実務経験１年未

満の方 
各会場 25 人 

職場におけるハラスメント対策及び利用者等

からの暴力・ハラスメント対策、ノーリフテ

ィングケア、その他必要な技能等を習得でき、

早期離職防止に資するもの 

技術向上研修Ⅱ 
実務経験２～８

年程度の方 
各会場 25 人 

職場におけるハラスメント対策及び利用者等

からの暴力・ハラスメント対策、ノーリフテ

ィングケア、その他幅広い知識の習得ができ

るもの 

技術向上研修 

（オンライン） 

Ⅰ、Ⅱをオンラ

インで行うもの 
各会場 50 人 Ⅰ、Ⅱをオンラインで行うもの 

技術向上研修 

（外国人介護職員） 
外国人介護人材 各会場 25 人 

介護の基本的な知識をある程度身に着けた外

国人介護職員に対し、より介護に踏み込んだ

知識を習得してもらうもの 

  ※令和７年度については、コース及びカリキュラム内容を変更して実施する予定としております。 

 

 【令和６年度実施状況】 

開催時期：令和６年９月～令和７年２月 

開催場所：（Ⅰ）28 会場、（Ⅱ）32 会場、（Ⅲ）24 会場 

コース 対  象 定 員 内  容 

技術向上研修Ⅰ 
実務経験１年未満

の方 
各会場 25 人 

介護業務の効率化と介護ＤＸ／認知症ケア／高

齢者の権利擁護と虐待防止 等 

技術向上研修Ⅱ 
実務経験２～３年

程度の方 
各会場 25 人 

業務効率化と介護ＤＸ／認知症ケア／ボディメ

カニクスを活用した介護技術の指導 等 

技術向上研修Ⅲ 
実務経験４～８年

程度の方 
各会場 50 人 

介護現場における生産性の向上/業務効率化と介

護ＤＸ/高齢者の権利擁護と虐待防止 
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② 管理能力向上研修 

介護サービス事業所の管理者や法人等の役員を対象として、定着率に係る数

値目標を設定させた上で、業務改善、人材育成等に関する研修会を実施します。 

さらに、その目標達成のために職場課題解決の支援を行うほか、離職率が高

い小規模事業所を中心に、アドバイザーの派遣を行い、職場の実情に応じた具

体的な指導や助言を行います。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【令和６年度実施状況】 

開催時期：令和６年９月～令和７年３月 

開催場所：24 会場 

 研修内容  研修内容 

１日目 社会から何を求められているか ４日目 上司から何を求められているか 

２日目 利用者、その家族から何を求められて

いるか 

５日目 部下後輩から何を求められているか① 

３日目 組織から何を求められているか ６日目 部下後輩から何を求められているか② 

ハラスメントについて 

 

③ 小規模事業所連携体制構築支援 

    小規模事業所ほど、離職率が高い傾向にあります。様々な要因が考えられま

すが、少人数で同じ事業所内に気軽に相談できる先輩職員や同年代の職員がい

なかったりすることも理由の１つと考えられます。 

そこで、近隣の小規模事業所同士でネットワークを形成し、協力体制を構築

するため、複数の小規模事業所でユニット（１ユニットは 15 事業所程度）を構

成し、以下の研修会を実施します。 

さらに、利用者へ必要なサービスを安定的に提供できるよう、研修を実施す

ることが必要である小規模な訪問介護事業者向けの研修会を実施します。 

 

 

 

 

 

 

  

研修初日に各ユニットで１０のテーマの中から４つを選び、参

加者全員でディスカッションを行う。「学び→語り→気づき→成

長する」のサイクルを循環・完結させ、進捗確認やアドバイス

をすることで、参加者の成長と事業所等の課題解決を図る。 

学び    語り 

             

成長   気づき 

事業所等の課題解決、 

参加者の成長 

- 149 -



 

 

【令和６年度実施状況】 

  開催時期：令和６年 10 月～令和７年３月 

  開催場所：20 会場 

学びと語りのテーマ 

全介護サービス事業所対象交流会 訪問介護事業所向け交流会 

２，３，４，５日目  ハラスメント／介護 DX／業務改善／介

護現場での多様性／コミュニケーショ

ン／メンタルヘルスとモチベーション

／プロ意識／接遇マナー／リスクマネ

ジメント／ターミナルケア 

１日目 介護現場でのハラスメント 

２日目 訪問介護における医療的知識と多職種連携 

 

（４）各種研修に係る介護事業所への代替職員派遣事業 

介護職員等の研修機会の確保及び資格取得を促進するため、介護サービス事業

所等の介護職員等が研修を受講する際に代替職員を派遣します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（５）介護職員処遇改善加算取得促進支援事業 

 介護職員処遇改善加算を取得していない事業所や上位区分の加算取得意向があ

る事業所及び特に重点的な支援が必要と考えられる訪問介護事業所を対象として、

制度の趣旨等を正しく理解するための勉強会を開催するとともに、加算取得なし

の事業所や勉強会参加後に希望した事業所に、処遇改善加算の取得に必要な手続

きの段階に応じ、社会保険労務士等による個別相談を実施します。 

 【実施内容】 

  ○「今さら聞けない！処遇改善加算」勉強会 

介護職員処遇改善加算・特定加算のしくみや、加算の配分等についての説明の

ほか、提出書類作成のデモンストレーションを行います。 

  ○個別相談 

 支援内容 

１年目 職位・職責・職務内容に応じた任用要件や賃金体系の整備、処遇改善加算届出の作成 

２年目 賃金改善の実施、実績報告を念頭に置いた賃金台帳の整備 

 

 

 

 

 

・代替職員派遣申請 
・研修計画の提出 

  所属職員を 
外部研修等へ 
計画定期に派遣 

委託  
・代替職員の派遣（６か月） 

受講証明書等の 
発行 ・実績報告 

  
  
  
  
  
 県 

  
  
  人材派遣会社 
  
  
  
・介護職員の確保 
・対象施設の募集 
  

  
  
 特別養護老人ホーム 
  
  介護老人保健施設 
  
 介護サービス事業所 
  

  
  
（対象となる研修） 
  
介護職員初任者研修 
  
介護職員実務者 
養成研修 
  
等 
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（６）介護ロボット導入支援事業 

移乗介護、移動支援、排泄支援、見守り・コミュニケーション、入浴支援、介

護業務支援のいずれかの場面において使用され、介護職員の負担軽減効果のある

介護ロボットの導入や、見守り機器を効果的に活用するために必要な通信環境の

整備に対して助成を行います。 

 【内容】 

  ○補助率 

３／４ 

  ○補助上限額 

   移乗支援又は入浴支援を目的とする介護ロボット…１機器につき 100 万円 

   上記以外…１機器につき 30 万円 

   通信環境の整備…150 万円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（７）ＩＣＴ導入支援事業 

   介護記録・情報共有・報酬請求等の業務効率化を通じて職員の負担軽減を図る

ため、介護記録から請求業務までが一気通貫で行うことができるよう、介護ソフ

ト及びタブレット端末等に係る導入費用の一部を助成します。 

 【内容】 

  ○補助率 

３／４ 

  ○補助上限額 
事業所規模 

（従業員数） 
補助上限額 

～10 人 100 万円 

11 人～20 人 160 万円 

21 人～30 人 200 万円 

31 人～ 260 万円 

 

  

移乗介助

（装着型） 
移乗介助 

（非装着型） 
移動

支援 
排泄

支援 
見守り・ｺﾐｭﾆ

ｹｰｼｮﾝ 
入浴

支援 
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（８）ノーリフティングケア普及促進事業 

   「ノーリフティングケア」とは、持ち上げ・抱え上げ・引きずりなどのケアを

廃止して、リフト等の福祉用具を積極的に使用するとともに、継続的な中腰姿勢

で行われる作業など職員の身体に負担のかかる作業や職場環境を見直し、職員の

誰もが安心して働ける職場づくりを図るものです。 

 【実施内容】 

  ○地域連絡協議会の活動支援 

   県内４地域ごとに設置した地域連絡協議会が実施する技術やマネジメントの

研修、情報交換会、福祉用具体験会、施設見学会などのノーリフティングケアの

普及活動を支援します。 

  ○新規取組施設を対象としたマネジメント研修 

   新規にノーリフティングケアに取り組もうとする施設に向けて、研修を受けな

がら業務リスク調査の実施、福祉用具使用等の作業環境整備、職員の教育体制整

備等に取り組みます。 

 

（９）外国人介護職員介護技能等向上事業 

   介護職種の技能実習生及び介護分野における第１号特定技能外国人が円滑に

就労・定着できるようにするため、介護の日本語やコミュニケーション技術等に

関し、集合研修又はオンライン研修を実施します。 

【令和６年度実施状況】 

開催時期：令和７年１月～令和７年２月 

開催場所：４会場 

       ※会場へは直接参加又はオンライン参加を選択する方式により実施 

 

（10）外国人留学生奨学金等支援事業 

   介護施設等が、介護福祉士資格の取得を目指す留学生の修学期間中の支援を図

るため、当該留学生に対し奨学金等を支給（給付又は貸与）した場合に、その一

部を助成します。 

 【内容】 

補助対象期間 対象経費 基準額 補助率 

日本語学校修学中 

１年以内 

学費 年額 600 千円以内 基準額の 

１／３ 居住費などの生活費 年額 360 千円以内 

介護福祉士養成施設 

正規の修学期間 

学費 年額 600 千円以内 

基準額の 

１／３ 

入学準備金 200 千円以内（1回限り） 

就職準備金 200 千円以内（1回限り） 

国家試験受験対策費用 一年度 40 千円以内 

居住費などの生活費 年額 360 千円以内 

 

- 152 -



 

 

（11）外国人介護人材受入れ施設環境整備事業 

   外国人介護人材の受入れ施設又は受入れ予定の施設等が以下事業を実施した

場合に要する経費の一部を助成します。 

 【内容】 

   

 

 

 

 

 

 

 

（12）介護福祉士資格の取得を目指す外国人留学生マッチング支援体制構築事業 

   県が実施主体となりマッチング支援団体に委託して以下の取組みを実施し、

県内養成施設に留学させ、県内介護施設等に就職するまでのマッチングを一元的

に行います。 

（13）在宅医療・介護現場における利用者等からの暴力・ハラスメント対策事業 

   令和６年度から、訪問介護事業所等を対象に、在宅医療・介護サービス利用者

等からの暴力・ハラスメントに適切に対応するための支援をしています。具体的

には、対策マニュアルの作成や研修会の実施、相談窓口の開設をしています。 

また、暴力・ハラスメントのおそれがある利用者宅への訪問介護・看護同行者

の費用支援や、利用者宅にて身の危険を感じた際に、外部に SOS を発信するため

の必要な機器導入支援もしています。 

これらの支援を受けるには、県が令和６年度から実施している暴力・ハラスメ

ントに関する研修会の受講及び事業所における利用者等からの暴力・ハラスメン

トに対する基本方針等の策定等が要件となります。 

  

実施する事業 補助率 補助上限額 

①介護施設等が実施するもの 

２／３ ２０万円 
 外国人介護職員とのコミュニケーションを促進する取組 

 外国人介護職員の介護福祉士の資格取得に必要な取組 

 外国人介護職員の生活支援に必要な取組 

②介護福祉士養成施設が実施するもの 
10／10 ５５万円 

 在籍する留学生に適切な教育を行うための教員の質の向上に必要な取組 

■マッチング支援体制のイメージ

【送り出し国※】 【日本】

県

現地教育機関等

（留学生）
マッチング
支援団体

介護福祉士
養成施設

介護施設等

①養成施設、介護施設等

のニーズ把握

①’養成施設、介護施設等

の情報提供

②留学生候補者の

情報収集

②’留学生候補者の

情報提供

委託

③現地合同説明会等でのマッチング

③現地合同説明会等の開催
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（14）福岡県介護ＤＸ支援センター 

福岡県では、介護現場の業務効率化に向けた取組を支援するため、福岡県介 

護ＤＸ支援センターを設置しています。センターでは介護事業所の業務効率化 

や負担軽減を図るため、以下の取組を実施しております。 

取 組 内   容 

総合相談 業務効率化や介護テクノロジーの導入に関しての相談を受付けています。 

機器展示 最新の介護ロボットやＩＣＴ機器を展示しており、体験いただけます。 

試用貸出 介護ロボットやＩＣＴ機器の短期貸出を行っています。 

研修会 
介護業務の効率化や介護テクノロジー機器の活用に関する研修会を開催し

ます。 

伴走支援 
業務効率化に向けた取組について、専門のアドバイザーを派遣して伴走型

の支援を実施します。 

 

 【設置場所】 

 〒816-0804 

 福岡県春日市原町３丁目１－７ クローバープラザ 東棟２階 福祉用具展示室内 

 電話番号：092-558-1310  ＦＡＸ:092-558-1315 

 【HP】https://www.f-technology-supportcenter.jp/ 

 

県ホームページに、各事業の詳細やＱ＆Ａを掲載しています。 

■介護人材確保・定着促進に係る取組 

 トップページ＞健康・福祉・子育て＞介護・高齢者福祉＞介護職員・介護支援専

門員＞「介護人材確保・定着促進に係る取組」 

■外国人介護人材 

 トップページ＞健康・福祉・子育て＞介護・高齢者福祉＞介護職員・介護支援専

門員＞「外国人介護人材」 
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  ○ 例えば、「ベッドから車いすに移乗する」ケースでは、 

・ 職員の手で抱え上げて移乗してもらう場合、 

⇒急に大きな動きになるため、利用者の身体が緊張して拘縮が起こるリスクがあります。 

・ リフトを使用した場合 

⇒職員が利用者の顔を見ながら声掛けし、状態を把握しながら介助できます。 

利用者の全身をリフトの吊り具で包んで支えるため、利用者の安心につながります。 

 

 

 

 

 

ノーリフティングケアとは？ 

○ 介護される側・介護する側のどちらにとっても安全で安心な、 

「抱え上げない・持ち上げない・引きずらないケア」のことを 

「ノーリフティングケア」と言います。 

○ 持ち上げ、抱え上げなどのケアを廃止し、介護職員の身体に負担のかかる作業の

見直しを行い、利用者の状態に合わせた福祉用具（リフト等）の活用などにより、介護

する側にとっては腰痛の改善、介護を受ける側にとっては無理な介助によるケガ予

防などの効果が期待できます。 

○ ノーリフティングケアは、介護を受ける方が安全で安心してケアを受けられる環境

づくり、介護職員の誰もが安心して安全に働ける職場づくりを図るための取組です。 

「ノーリフティングケア」をご存じですか？ 

【無理な体勢による介助のリスク事例】 
 

【人の手で抱えたほうが、利用者にとって優しいケア？】 
 

利用者に合った福祉用具を活用することで、優しいケアを 

行うことができます！ 
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ノーリフティングケア 

普及促進事業 

これまでの成果報告や 

事業概要はこちらから 

福岡県保健医療介護部 高齢者地域包括ケア推進課 介護人材確保対策室 

 

 

【福岡県の取組について】 

○ 県では、職員の身体的負担が生じるリスクを低減させ、職員が安全で働きやすい職場をつくることを

目的として、令和２年度からノーリフティングケア普及促進事業を実施しています。 

○ この事業では、ノーリフティングケアの必要性について認識を一つにして組織的に取り組むことがで

きるよう、管理者と介護職員を対象とした「マネジメント研修」を実施するとともに、ノーリフティング

ケアの介助方法を学ぶ、施設内でリーダー格となる職員を対象とした「技術研修」を実施し、リーダー

を中心に、自施設内にノーリフティングケアを広げていくこととしています。 

○ また、県内４地域（福岡・北九州・筑豊・筑後）ごとに、地域でノーリフティングケアの普及活動を自主

的に行う「地域連絡協議会」を立ち上げ、実践報告会、ノーリフティングケア体験会、技術研修等に取り

組んでいただいています。ノーリフティングケアの導入を検討している施設の職員の方など、どなたで

もご参加（聴講）いただけますので、詳しくは県のホームページをご覧ください。 
 

 
スライディングシートを使用したベッドでの移動 

・ スライディングシートは、滑りやすい布状の物で、要介護者

の下に敷いて、ベッド上の移動や身体の向きを変えるときな

どに使用します。 

・ 移動させる際は、腕力ではなく足の力を使って介護職員の

体全体を移動させることで、腰への負担が軽減できます。 

 スライディングボードを使用したベッドから 

車椅子への移乗 

・ スライディングボードは、滑りやすい板状の物で、移乗介助

時に抱え上げるのではなく、ボードの上を滑らせて移乗でき

るため、介護職員の腰への負担が軽減できます。 

・ 車椅子はひじ掛けが取り外せるものを使用します。 

 
リフトを使用した車椅子への移乗 

・ リフトは、スリング（吊り具）という布状の物で要介護者を包

み込んで、要介護者を抱え上げて移乗できるため、介護職員

の腰への負担が軽減できます。 

【ノーリフティングケアによる移動・移乗介助の例】 

 

地域連絡協議会の活動 

地域連絡協議会の取組報告や 

今後の予定、聴講者募集の 

お知らせはこちらから 

※ リフト等の福祉用具は、要介護者の方の身体状況に合

わせたものを選択します。 

① 

② 

③ 
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特定事業所加算を取得している居宅介護支援事業所の実習受入について 

 

居宅介護支援事業所における特定事業所加算は、介護支援専門員に対する法

定研修等における実習受入事業所となるなど人材育成への協力体制を整備する

ことが算定要件となっており、特定事業所加算を取得している居宅介護支援事

業所に対して介護支援専門員実務研修の実習生の受入を依頼しています。 

令和７年度の実習（期間は３日間）は、令和８年３月～４月頃を予定しており、

事前に、介護支援専門員実務研修実習受入協力事業所として御登録いただいて

いる居宅介護支援事業所を対象として、実習受入れに関する説明会を開催して

います。 

 

○ 介護支援専門員実務研修の実習受入協力事業所の登録に関するページ 

福岡県トップページ＞健康・福祉・子育て＞介護・高齢者福祉＞介護職員・介護支援

専門員＞介護支援専門員実務研修実習（事業所向け） 

URL https://www.pref.fukuoka.lg.jp/contents/kaigoshien-jitsumukensyuu.html 

 

◎特定事業所加算の要件（該当部分の抜粋） 

介護保険法第 69 条の２第１項に規定する介護支援専門員実務研修における科目

「ケアマネジメントの基礎技術に関する実習」等に協力又は協力体制を確保してい

ること。 

※ 協力及び協力体制とは、現に研修における実習等の受入が行われているこ

とに限らず、受入が可能な体制が整っていることをいう。そのため、当該指

定居宅介護支援事業所は、研修の実施主体との間で実習等の受入を行うこと

に同意していることを、書面等によって提示できるようにすること。 
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